（別紙１）
説明会出席連絡書

令和　　年　　月　　日

　高知県知事　濵田　省司　様

所在地　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　

  事業者名　　　 　　　　　　　　　　　　　　　

高知龍馬空港新ターミナルビル室内装飾製作等委託業務に関する説明会に出席します。

　　出席者名
	部署・役職名
	氏　　　名
	電話番号
	連絡用メールアドレス

	
	
	
	

	
	
	
	






提出期限：令和７年９月30日（火）　12時
提出先：高知県総合企画部交通運輸政策課　谷岡、岡本
Ｅmail：080801@ken.pref.kochi.lg.jp


（別紙２）
高知龍馬空港新ターミナルビル室内装飾製作等委託業務
質　疑　書

令和　　年　　月　　日

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　
FAX　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
E-mail　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

質疑内容

提出期限：令和７年10月６日(月)　17時
提出先：高知県総合企画部交通運輸政策課　谷岡、岡本
Ｅmail：080801@ken.pref.kochi.lg.jp

（別紙３－１）
参　加　申　込　書

令和　　年　　月　　日
高知県知事　濵田　省司　　様

代表者
（所 在 地）〒
（事業者名）
（代表者名）　　　　　　　　　　　　　　　　　

　高知龍馬空港新ターミナルビル室内装飾製作等委託業務　公募型プロポーザル募集要領に基づき、高知龍馬空港新ターミナルビル室内装飾製作等委託業務に関する公募型プロポーザルに参加を申し込みます。
また、募集要領で定められた資格要件を全て満たすことを誓約します。

連絡担当者
（職 氏 名）
（電話番号）
（Ｆ Ａ Ｘ）
（E-mail）



＜添付資料＞
１　別紙３－２　「法人概要書」
２　別紙３－３　「協力事務所一覧」
３　一級建築士資格証の写し　　　　　
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（別紙３－２）
法人の概要書

	法　人　名
	　

	所　在　地
	〒

	代表者　職・氏名
	　

	設立年月日
	　
	従業員数
	人

	配置技術者氏名
	

	事　業　内　容
	



	資　格　要　件
	資格要件を満たす
	資格要件を満たさない

	１
	高知県内に主たる営業所（本社又は本店等）を置く者であること。
	□
	□

	２
	高知県の物品購入等に係る競争入札参加資格者登録名簿に登録されている（もしくは契約締結時までに登録が予定されている）者又は高知県測量建設コンサルタント等入札参加資格（建築関係建設コンサルタント業務「建築一般」）を有する者であること。
	□
	□

	３
	地方自治法施行令第167条の４の規定に該当しない者であること。
	□
	□

	４
	「高知県物品購入等関係指名停止要領」若しくは高知県建設工事指名停止措置要綱（平成17年８月高知県告示第598号）又は指名回避措置基準要領（平成17年８月25日付け17高建管第223号）に基づき指名停止等の措置を受けていない者であること。
	□
	□

	５
	「高知県の事務及び事業における暴力団の排除に関する規程」に基づく入札参加資格停止措置を受けていないこと又は同規程第２条第２項第５号に掲げる排除措置対象者に該当しない者であること。
	□
	□

	６
	統括責任者又は主任技術者は、一級建築士の資格を有する者であること。
	□
	□

	７
	このプロポーザル方式及びその後の委託契約の締結について、不正又は不誠実な行為をしないことを誓約できる者であること。
	□
	□

	８
	協力事務所（参加者と同一組織でない事務所であり、専門分野において技術の提供等を行う事務所）が本業務の他の参加者として参加申し込みをしていないこと。
	□
	□

	９
	本店及び県内に所在する営業所等が都道府県税を滞納していないこと。
	□
	□

	10
	本店及び県内に所在する営業所等が消費税及び地方消費税を滞納していないこと。
	□
	□




  （別紙３－３）
協力事務所一覧
	事務所名
	

	所在地
	

	代表者名
	

	担当業務分野
	








備　考　
[bookmark: _GoBack]１　協力事務所とは、参加者と同一組織でない事務所であり、専門分野にて技術の提供等を行う事務所を指す。業務を担当する分野ごとに全て記載すること。
２　協力事務所が複数ある場合は、表を複製し記入すること。


（別紙４）
令和　　年　　月　　日　
高知県知事　濵田　省司　様


所在地
事業者名
代表者名　　　　　　　　　　　　　　

高知県情報公開条例に基づく開示請求があった場合に、提出書類を開示することにより、今後弊社が事業を営むうえで、競争上又は事業運営上の地位その他正当な利益を害する部分及びその具体的な理由は次のとおりです。

	 開示すると支障が生じる
 書類（書類のページ・箇所等）
	支障が生じる理由・生じる支障の内容を
具体的に記入してください。

	
	







